別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名:繊維マテリアル整備管理事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　商工労働部　地域産業課　地場産業係　電話番号：058-272-1111（内3095）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：　2,033千円（前年度予算額：2,024千円）
	要求内容


	１　要求の内容


平成15年度、県毛織工業協同組合から、ファッション産業・デザイン産業の振興に役立ててほしいとの趣旨で、県へ繊維マテリアル（約39,500点）の寄付があり、以後、毎年寄付を受け、現在90,774点（平成23年度末）が所蔵されている。
寄付された繊維マテリアルは、県から県産業文化振興事業団（現、県産業経済振興センター）に無償貸与され、同センターは、テキスタイルの産地である羽島市の毛織会館をマテリアルブランチとして、そこで管理し、活用している。
＜補助金の概要＞

事業主体：（公財）岐阜県産業経済振興センター
※本事業はデザイン振興事業として位置づけ実施することから、県のデザイン振興拠点である当該財団が事業主体として妥当。
※当該財団のマテリアルブランチとして活性化を図るため、当該財団の事業であることが妥当。
  全体事業費：2,033千円（補助率10／10）
　　　　　　　整備従業員人件費1,025千円、建物賃借料1,008千円

	２　所要経費


繊維マテリアルの整理・保管に対する補助金（2,033千円）
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	2,024
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,024

	要求額
	2,033
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,033

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	



事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　地域資源を活用した付加価値の高い地場産品等の開発を支援することにより、地域ブランドを育成し、県産品の販路の拡大を目指します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	来館件数　（単位：件）

	―
（H  ）
	（H  ）
	468
（H22）
	490
（H23）
	500
（H25）
	98.0％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成23年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

○平成23年度までの素材サンプル収蔵状況（寄付明細）

JCインデックス素材　37,842点      JCトレンド素材　　　 8,396点

      PTJインデックス素材　　241点      レディース素材　　　22,594点
　　　ニット素材　         8,325点       メンズ素材　        11,896点
      メンズ見本帳　　　　 1,480点
　　                   　　　合　計 　　     90,774点（＋その他見本帳多数）
　○平成23年度活用実績
　　　来館件数 … 490件(922人)
　　　来館者層 … 大学、専門学校、高校、企業（県内外、海外）
　　　　　　　　　デザイナー、海外研修生（国事業）　


（平成23年度の成果）

	・平成23年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
マテリアルセンターで保管している繊維マテリアルは、アジア最大規模の繊維総合見本市「ジャパンクリエーション（JC、出展企業約1,000社）」で展示された代表的素材、新開発素材を収集した、極めて貴重なものであり、毎年、約3,000点ずつ追加している。この規模で整備、管理されている施設は、全国でも例を見ない。
県内外の企業やデザイナー、学生の他、海外から視察団が訪問するなど、デザイン開発やファッション教育などに活用され、評価を得ている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	当センターは、主に素材企画の参考資料、素材学習の中核拠点として活用されており、大学・専門学校等教員の視察、学生の学習、国の海外研修生事業、ファッションデザイナーによる素材企画のための参考視察を受け入れており、岐阜アパレルの魅力を国内外に発信するための拠点施設である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	・県のデザイン振興拠点である（公財）岐阜県産業経済振興センターのほか、繊維衣服関連企業や繊維デザイナーなどが活用。
・服飾を学ぶ学生が、素材を手にとって勉強するなど、次世代のファッション産業を担う人材育成への活用。
・県内のテキスタイルメーカーが、大手アパレルメーカーとともに訪問し、素材を見ながら商談をするなど、産業振興に活用。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	人件費や賃借料とも最低限の負担としており、経費の削減を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
アパレル業界は、日本人のライフスタイル・価値観の変化や安価な外国製品の流入、長引く不況による消費力の減退など極めて厳しい状況下にあり、高付加価値化の商品開発などの支援が必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　当センターは日本全国のファッション衣料用素材を集積した国内最大級の生地見本の展示施設であり、本県の地場産業を代表する岐阜アパレルにとって、必要不可欠な施設である。今後も人材育成、商品開発の観点からも極めて重要な施設であるため、継続して支援していく。


